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資料５



建設リサイクル法に関連する法律の体系の概要
環境基本法

環境の保全について基本理念を規定

循環型社会形成推進基本法
循環型社会を形成する基本原則を規定

一般的な仕組みの確立

廃棄物処理法 資源有効利用促進法
廃棄物処理に関する事項を規定 再生資源の利用の促進に関する事項を規定

（個別物品の特性に応じた法律）

容器包装
リサイクル法

容器包装の
分別収集・再
商品化の促
進について
規定

家 電
リサイクル法

廃家電の引き
取り・再商品
化の促進につ
いて規定

食 品
リサイクル法

食品廃棄物
の再資源化の
促進について
規定

建 設
リサイクル法

解体工事業登
録、分別解体
等、再資源化
等の促進につ
いて規定

自動車
リサイクル法

使用済自動
車の引き取り、
再資源化の
促進につい
て規定

小型家電
リサイクル法

使用済小型
電子機器等
に利用されて
いる金属その
他の回収、再
資源化につい
て規定
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• コンクリート

• コンクリート及び鉄から成る建設資材

（プレキャスト版鉄筋コンクリート版など）

• 木材

• アスファルト・コンクリート

u再資源化が、資源の有効利用及び廃棄物の減量に大きく
寄与するものであること

u再資源化技術が確立・普及しており、再資源化の経済性の
面における制約が著しくない（義務付けが過度の負担に

ならない）こと

特定建設資材 （建設リサイクル法施行令第１条）
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分別解体等の義務付け

l 以下の条件の両方を満たす工事が、対象建設工事として

分別解体等・再資源化等の義務付けの対象

条件①

・特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事

又は

・特定建設資材を使用する新築工事等

条件②

・建設工事の規模に関する基準以上のもの

（建設リサイクル法第９条）
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対象建設工事の規模基準
（建設リサイクル法施行令第２条）
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建築物の解体工事 床面積 ８０㎡ 以上

建築物の新築・増築 工事 床面積 ５００㎡ 以上

建築物の修繕・模様替（ﾘﾌｫｰﾑ） 金額 １億円 以上
（消費税を含む）

土木工事 金額 ５００万円 以上
（消費税を含む）

＜ 規模基準＞



建設リサイクル法に関する全体の流れ

7



8



建築物に係る解体工事の工程

9



建築物に係る解体工事の工程

l施工手順の原則

①建築設備、内装材、建具等の取り外し①建築設備、内装材、建具等の取り外し

②屋根ふき材の取り外し②屋根ふき材の取り外し

③外装材・上部構造の解体③外装材・上部構造の解体

④基礎の解体④基礎の解体
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解体工事の施工の基本手順

①建築設備、内装材、建具等の取り外し①建築設備、内装材、建具等の取り外し

内装材の取り外し 建具の取り外し

・手作業で実施 （施行規則第2条第7項）
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②屋根ふき材の取り外し②屋根ふき材の取り外し

解体工事の施工の基本手順

屋根ふき材の取り外し

・手作業で実施（施行規則第2条第7項）
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③外装材・上部構造の解体③外装材・上部構造の解体

解体工事の施工の基本手順

外装材の取り壊し
上部構造部分の取り壊し

・手作業または手作業と機械作業の併用で実施
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④基礎の解体④基礎の解体

解体工事の施工の基本手順

基礎の取り壊し

・手作業または手作業と機械作業の併用で実施
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分別解体等・再資源化等の実施

コンクリート塊の分別 建設発生木材の搬出
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技術管理者による施工の管理

技術管理者技術管理者

（建設リサイクル法第３２条）
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標識の掲示（建設業者の場合）
（建設リサイクル法第３３条）
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